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＜事業一覧の説明＞ 

【新規】 新規事業 

【臨新】 臨時の新規事業 

【臨継】 臨時の継続事業 

【ﾚﾍﾞﾙ】 レベルアップ事業 

≪職員提案≫ 職員提案制度による事業 

 

 

 

 

 
 



１　所管部署別新規・臨時・レベルアップ事業一覧
予算額
（千円）

掲載
頁

【新規】 芝地区児童遊園管理運営 26,414 -

区民サービスの向上と児童遊園のにぎわい創出を図るた
め、指定管理者による管理運営を行います。

【新規】 小型街路灯ＬＥＤ化推進 28,500 35

※各地区協働推進課、土木課と合算で経費を計上
(小事業名：芝地区街路灯維持管理)

【臨継】 芝地区港区基本計画（地区版計画書）改定
協働推進課
（総務費）

7,301 67

【ﾚﾍﾞﾙ】 芝地区放課ＧＯ→クラブ
管理課
（民生費）

112,556 53

【ﾚﾍﾞﾙ】 芝地区防犯協会補助金
協働推進課
（総務費）

300 41

【ﾚﾍﾞﾙ】 芝地区公園管理運営 127,869 -

区民サービスの向上と公園のにぎわい創出を図るため、
指定管理者による管理運営を行います。

【新規】 東麻布保育園管理運営
管理課
（民生費）

360,561 48

【新規】 麻布地区児童遊園管理運営 29,921 -

区民サービスの向上と児童遊園のにぎわい創出を図るた
め、指定管理者による管理運営を行います。

【新規】 小型街路灯ＬＥＤ化推進 37,100 35

※各地区協働推進課、土木課と合算で経費を計上
(小事業名：麻布地区街路灯維持管理)

【臨新】 麻布地区（仮称）六本木区民協働スペース開設準備 5,960 -

（仮称）六本木区民協働スペースの開設に向け、備品等
を購入します。

【臨新】 麻布いきいきプラザ等改築
管理課
（民生費）

12,691 59

【臨継】 （仮称）元麻布保育園整備
管理課
（民生費）

101,039 49

【臨継】 麻布地区港区基本計画（地区版計画書）改定
協働推進課
（総務費）

7,530 67

【ﾚﾍﾞﾙ】 麻布地区放課ＧＯ→クラブ
管理課
（民生費）

163,184 53

【ﾚﾍﾞﾙ】 麻布地区防犯協会補助金
協働推進課
（総務費）

300 41

【ﾚﾍﾞﾙ】 麻布地区公園管理運営 130,041 -

区民サービスの向上と公園のにぎわい創出を図るため、
指定管理者による管理運営を行います。

【新規】 赤坂地区公園管理運営 109,573 -

区民サービスの向上と公園のにぎわい創出を図るため、
指定管理者による管理運営を行います。

【新規】 赤坂地区児童遊園管理運営 24,841 -

区民サービスの向上と児童遊園のにぎわい創出を図るた
め、指定管理者による管理運営を行います。
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予算額
（千円）

掲載
頁

所管課(款名)事　　業　　名

【新規】 小型街路灯ＬＥＤ化推進
協働推進課
（土木費）

22,900 35

※各地区協働推進課、土木課と合算で経費を計上
(小事業名：赤坂地区街路灯維持管理)

【臨継】 青山保育園等整備
管理課
（民生費）

425,567 49

【臨継】 赤坂地区港区基本計画（地区版計画書）改定
協働推進課
（総務費）

6,243 67

【ﾚﾍﾞﾙ】 赤坂地区放課ＧＯ→クラブ
管理課
（民生費）

110,075 53

【ﾚﾍﾞﾙ】 赤坂地区防犯協会補助金
協働推進課
（総務費）

300 41

【新規】 高輪地区児童遊園管理運営
協働推進課
（土木費）

107,242 -

区民サービスの向上と児童遊園のにぎわい創出を図るた
め、指定管理者による管理運営を行います。

【新規】 小型街路灯ＬＥＤ化推進
協働推進課
（土木費）

28,000 35

※各地区協働推進課、土木課と合算で経費を計上
(小事業名：高輪地区街路灯維持管理)

【臨新】 高輪地区（仮称）白金台区民協働スペース開設準備
管理課
（総務費）

8,832 -

（仮称）白金台区民協働スペースの開設に向け、備品等
を購入します。

【臨継】 区有施設ＬＥＤ化推進
管理課ほか
（総務費ほか）

88,514 44

【臨継】 高輪地区総合支所改修等
管理課
（総務費）

11,507 -

高輪地区総合支所等大規模改修に係る基本計画を策定します。

【臨継】 高輪地区港区基本計画（地区版計画書）改定
協働推進課
（総務費）

7,638 67

【ﾚﾍﾞﾙ】 高輪地区防犯協会補助金
協働推進課
（総務費）

300 41

【ﾚﾍﾞﾙ】 高輪地区公園管理運営
協働推進課
(土木費)

85,931 -

区民サービスの向上と公園のにぎわい創出を図るため、
指定管理者による管理運営を行います。

【新規】 芝浦港南地区児童遊園管理運営
協働推進課
(土木費)

1,578 -

区民サービスの向上と児童遊園のにぎわい創出を図るた
め、指定管理者による管理運営を行います。

【新規】 小型街路灯ＬＥＤ化推進
協働推進課
（土木費）

5,600 35

※各地区協働推進課、土木課と合算で経費を計上
(小事業名：芝浦港南地区街路灯維持管理)

【新規】 運河の魅力向上事業
協働推進課
（土木費）

23,760 35

【臨継】 旧協働会館保存・活用
管理課
（総務費）

191,593 45

【臨継】 芝浦港南地区港区基本計画（地区版計画書）改定
協働推進課
(総務費)

7,628 67
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予算額
（千円）

掲載
頁

所管課(款名)事　　業　　名

【臨継】 運河と海辺の活用推進
協働推進課
(環境清掃費)

2,742 44

【ﾚﾍﾞﾙ】 しばうら保育園管理運営
管理課
（民生費）

616,700 52

【ﾚﾍﾞﾙ】 芝浦港南地区防犯協会補助金
協働推進課
（総務費）

600 41

【ﾚﾍﾞﾙ】 お台場ふるさとの海づくり
協働推進課
(環境清掃費)

16,132 44

【ﾚﾍﾞﾙ】 芝浦港南地区公園管理運営
協働推進課
(土木費)

153,545 -

区民サービスの向上と公園のにぎわい創出を図るため、
指定管理者による管理運営を行います。

【新規】 新技術活用支援
産業振興課
（産業経済費）

5,278 45

【臨新】 （仮称）区民マラソン大会実施準備
地域振興課
（総務費）

19,770 45

【臨新】 国際化推進プラン改定
地域振興課
（総務費）

14,425 45

【臨継】 文化芸術振興プラン策定
地域振興課
（総務費）

6,468 60

【臨継】 （仮称）文化芸術ホール整備
地域振興課
（総務費）

9,981 60

【臨継】 産業振興プラン改定
産業振興課
（産業経済費）

7,968 45

【臨継】 商店街多言語対応事業
産業振興課
（産業経済費）

13,587 46

【臨継】 区内共通商品券発行支援
産業振興課
（産業経済費）

64,513 46

【臨継】 バリアフリー観光の推進
産業振興課
（産業経済費）

843 46

【臨継】 観光振興ビジョン策定
産業振興課
（産業経済費）

10,894 46

【臨継】 (仮称)産業振興センター等整備
産業振興課
（産業経済費）

233,089 46

【臨継】 商工会館仮施設整備
産業振興課
（産業経済費）

12,558 -

商工会館仮施設を賃借します。

【ﾚﾍﾞﾙ】 外国人のための防災対策
地域振興課
（総務費）

9,338 46

【ﾚﾍﾞﾙ】 多言語対応推進
地域振興課
（総務費）

20,967 47

【ﾚﾍﾞﾙ】 販路拡大支援
産業振興課
（産業経済費）

33,872 47

【ﾚﾍﾞﾙ】 港区観光ボランティアガイド事業
産業振興課
（産業経済費）

6,173 47

【ﾚﾍﾞﾙ】 シティプロモーション推進事業
産業振興課
（産業経済費）

42,296 47

【新規】 認知症初期集中支援事業（介護保険会計） 高齢者支援課 7,957 57

【新規】 生活支援体制整備事業（介護保険会計） 高齢者支援課 19,191 57
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予算額
（千円）

掲載
頁

所管課(款名)事　　業　　名

【新規】
シティハイツ六本木等複合施設（サービス付き
高齢者向け住宅等）維持管理

高齢者支援課
（民生費）

28,765 58

【新規】
シティハイツ六本木等複合施設（障害者グルー
プホーム）維持管理

障害者福祉課
（民生費）

6,930 -

施設の共有部分の維持管理経費を支出します。

【新規】 障害者就労支援事業所設備整備等補助
障害者福祉課
（民生費）

15,000 58

【新規】 学習支援事業
生活福祉調整課
（民生費）

16,257 58

【臨新】
シティハイツ六本木等複合施設（サービス付き
高齢者向け住宅）開設準備支援

保健福祉課
（民生費）

16,790 -

六本木六丁目サービス付き高齢者向け住宅整備にあた
り、入居者へ食事の提供を行うための厨房機器を購入し
ます。

【臨新】 高輪三丁目福祉施設整備
保健福祉課
（民生費）

3,300 59

【臨新】 赤坂九丁目福祉施設整備
保健福祉課
（民生費）

6,066 59

【臨新】 高齢者保健福祉計画改定
高齢者支援課
（民生費）

9,139 60

【臨新】 障害者計画改定
障害者福祉課
（民生費）

4,519 60

【臨新】
第３期国民健康保険特定健康診査等実施計画策
定（国保会計）

国保年金課 4,212 59

【臨新】
第２期国民健康保険データヘルス計画策定（国
保会計）

国保年金課 2,269 59

【臨継】 地域保健福祉計画等改定
保健福祉課
（民生費）

16,580 61

【臨継】 臨時福祉給付金等支給事業
保健福祉課
（民生費）

623,200 61

【臨継】 南麻布四丁目福祉施設整備
保健福祉課
（民生費）

122,110 61

【臨継】 （仮称）南青山二丁目公共施設整備
保健福祉課
（民生費）

23,206 61

【臨継】 精神障害者地域活動支援センター等整備
保健福祉課
（民生費）

34,235 61

【ﾚﾍﾞﾙ】 地域包括ケアシステム推進事業
保健福祉課
（民生費）

25,789 62

【ﾚﾍﾞﾙ】 区立公衆浴場管理運営
保健福祉課
（民生費）

28,656 62

【ﾚﾍﾞﾙ】 コミュニティバス等福祉事業
高齢者支援課
（民生費）

141,089 62

【ﾚﾍﾞﾙ】 介護予防訪問事業（介護保険会計） 高齢者支援課 236,839 63

【ﾚﾍﾞﾙ】 介護予防通所事業（介護保険会計） 高齢者支援課 221,831 63

【ﾚﾍﾞﾙ】 介護雇用・人材育成支援事業
介護保険課
（民生費）

8,629 63

【ﾚﾍﾞﾙ】 手話通訳派遣等事業 
障害者福祉課
（民生費）

17,693 63
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予算額
（千円）

掲載
頁

所管課(款名)事　　業　　名

【ﾚﾍﾞﾙ】 重症心身障害児（者）在宅レスパイト事業
障害者福祉課
（民生費）

2,717 63

【ﾚﾍﾞﾙ】 障害者就労支援
障害者福祉課
（民生費）

43,307 64

【ﾚﾍﾞﾙ】 子どもの未来応援施策理解促進事業
生活福祉調整課
（民生費）

2,199 64

【ﾚﾍﾞﾙ】 生活困窮者自立支援事業
生活福祉調整課
（民生費）

48,305 64

【新規】 健康危機管理対策の強化
生活衛生課
（衛生費）

10,439 58

【新規】 がん治療に伴う外見ケア（ウィッグ等購入）助成
健康推進課
（衛生費）

3,086 58

【臨新】 がん在宅緩和ケア支援センター開設準備
健康推進課
（衛生費）

26,439 -

がん在宅緩和ケア支援センターの開設に向け、運営事業
者を選定するとともに、備品等を購入します。

【ﾚﾍﾞﾙ】 災害医療対策
保健予防課
（衛生費）

14,413 64

【ﾚﾍﾞﾙ】 新型インフルエンザ等対策推進
保健予防課
（衛生費）

3,957 64

【ﾚﾍﾞﾙ】 乳幼児健康診査
健康推進課
（衛生費）

122,461 64

【ﾚﾍﾞﾙ】 自殺対策推進事業
健康推進課
（衛生費）

6,393 64

【ﾚﾍﾞﾙ】 お口の健康診査
健康推進課
（衛生費）

263,277 65

【ﾚﾍﾞﾙ】 タバコ対策優良施設制度推進
健康推進課
（衛生費）

3,551 65

【ﾚﾍﾞﾙ】 胃がん検診
健康推進課
（衛生費）

334,590 65

【ﾚﾍﾞﾙ】 婦人科検診
健康推進課
（衛生費）

414,246 65

【新規】 産前産後家事・育児支援事業
子ども家庭支援セ
ンター（民生費）

44,473 48

【臨新】 保育コンシェルジュの配置
人事課
（総務費）

2,909 48

【臨新】 児童相談所設置に向けた準備
子ども家庭課ほか
（民生費ほか）

52,304 48

【臨新】 子育てひろば等事業準備
子ども家庭課
（民生費）

35,925 -

（仮称）あっぴぃ赤坂、(仮称)あっぴぃ白金台の開設に
向け、事業者を選定するとともに、備品等を購入しま
す。

【臨継】 緊急暫定学童クラブ
子ども家庭課
（民生費）

787,145 50

【臨継】 私立認可保育所等設置支援事業
保育担当
（民生費）

670,441 50

【臨継】 保育士等宿舎借り上げ支援事業
保育担当
（民生費）

291,269 51

【ﾚﾍﾞﾙ】 放課ＧＯ→クラブ
子ども家庭課
（民生費）

16,436 53

【ﾚﾍﾞﾙ】 地区委員会活動支援
子ども家庭課
（民生費）

8,638 53
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予算額
（千円）

掲載
頁

所管課(款名)事　　業　　名

【ﾚﾍﾞﾙ】 親子ふれあい助成事業
子ども家庭課
（民生費）

12,585 53

【ﾚﾍﾞﾙ】 港区保育室事業
保育担当
（民生費）

3,465,108 54

【ﾚﾍﾞﾙ】 病児・病後児保育
保育担当
（民生費）

146,688 54

【ﾚﾍﾞﾙ】 認証保育所運営助成
保育担当
（民生費）

956,580 54

【ﾚﾍﾞﾙ】 認可外保育施設保育料助成
保育担当
（民生費）

22,055 54

【ﾚﾍﾞﾙ】 地域型保育事業
保育担当
（民生費）

463,252 55

【ﾚﾍﾞﾙ】 みなと保育サポート事業
子ども家庭支援セ
ンター（民生費）

113,575 55

【ﾚﾍﾞﾙ】 子育てひろば等事業
子ども家庭支援セ
ンター（民生費）

339,864 55

【新規】 復興まちづくりの推進
都市計画課
（土木費）

8,917 35

【新規】 市街地再開発事業の事後評価
開発指導課
（土木費）

4,792 35

【新規】 小型街路灯ＬＥＤ化推進
土木課
（土木費）

24,400 35

【臨新】 環状２号線周辺地区のまちづくり
都市計画課
（土木費）

10,918 36

【臨新】 三田・高輪地区のまちづくり
都市計画課
（土木費）

9,179 36

【臨新】 土地利用現況調査
都市計画課
（土木費）

11,664 36

【臨新】 中堅所得者向け住宅の転用
住宅担当
（土木費）

33,407 36

【臨新】 耐震改修促進計画推進
建築課
（土木費）

540 37

【臨新】 （仮称）道路施設維持管理計画の推進
土木課
（土木費）

16,685 37

【臨新】 地域特性にあった道路整備の推進
土木課
（土木費）

5,330 37

【臨新】 （仮称）公園施設等維持管理計画の推進
土木課
（土木費）

16,632 37

【臨新】 親子の遊び場づくり≪職員提案≫
土木課
（土木費）

15,000 37

【臨新】 快適な児童遊園トイレの整備
土木課
（土木費）

1,504 37

【臨新】 （仮称）公共駐車場長期修繕計画の推進
土木課
（土木費）

13,234 38

【臨新】 （仮称）自転車等駐車場長期修繕計画の推進
土木課
（土木費）

10,800 38

【臨新】 （仮称）白金台駅自転車等駐車場整備
土木課
（土木費）

26,169 38

【臨新】 水辺の散歩道の整備
土木課
（土木費）

8,516 38

【臨新】
東京2020オリンピック・パラリンピック競技大
会に向けた道路の整備

土木課
（土木費）

123,830 38
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予算額
（千円）

掲載
頁

所管課(款名)事　　業　　名

【臨継】 シティハイツ六本木建替
住宅担当
（土木費）

2,837,608 39

【臨継】 シティハイツ高浜建替
住宅担当
（土木費）

155,547 39

【臨継】 シティハイツ車町建替
住宅担当
（土木費）

8,171 39

【臨継】 屋外広告物景観形成ガイドライン策定
開発指導課
（土木費）

8,203 39

【臨継】 虎ノ門三・四丁目街路整備支援
開発指導課
（土木費）

5,406 39

【臨継】 市街地再開発事業支援
開発指導課
（土木費）

3,836,410 -

市街地再開発事業（浜松町一丁目地区、赤坂九丁目北地
区、虎ノ門一丁目地区、田町駅前東口地区）に対し、補
助金を交付します。

【臨継】 快適な公衆トイレの整備
土木課
（土木費）

97,257 40

【臨継】 都市計画道路整備
土木課
（土木費）

239,021 40

【臨継】 公園整備
土木課
（土木費）

19,813 40

【臨継】 都市計画公園整備
土木課
（土木費）

72,385 40

【臨継】 児童遊園整備
土木課
（土木費）

44,432 40

【臨継】 駐車施設集約化推進
土木課
（土木費）

15,135 41

【臨継】 台場の地域交通の運行
土木課
（土木費）

131,811 41

【ﾚﾍﾞﾙ】 景観形成推進
都市計画課
（土木費）

2,608 42

【ﾚﾍﾞﾙ】 マンション建替え支援
住宅担当
（土木費）

21,390 42

【ﾚﾍﾞﾙ】 建築物耐震改修等促進
住宅担当
（土木費）

1,151,616 42

【ﾚﾍﾞﾙ】 被災建築物応急危険度判定
建築課
（土木費）

2,112 43

【ﾚﾍﾞﾙ】 交通安全運動
土木課
（土木費）

12,164 43

【新規】 食品廃棄物・食品ロス削減推進事業
みなとリサイクル清掃
事務所（環境清掃費） 9,577 43

【臨新】 港区生物多様性地域戦略改定
環境課
（環境清掃費）

7,964 43

【臨新】 環境基本計画改定
環境課
（環境清掃費）

6,328 43

【臨新】 ヒートアイランド現象調査
地球温暖化対策担当
（環境清掃費） 4,994 43

【臨新】 全国連携による再生可能エネルギー導入検討
地球温暖化対策担当
（環境清掃費） 5,865 44

【臨継】 地球温暖化対策地域推進計画改定
地球温暖化対策担当
（環境清掃費） 6,164 44

【ﾚﾍﾞﾙ】 みなとタバコルール推進
環境課
（環境清掃費）

388,321 44
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予算額
（千円）

掲載
頁

所管課(款名)事　　業　　名

【新規】 ＷＥＢ写真館≪職員提案≫
区長室
（総務費）

2,584 67

【新規】 公共施設の総合的な管理の推進
用地・施設活用
担当（総務費）

54,484 67

【臨新】 政策評価
企画課
（総務費）

1,311 67

【臨継】 港区基本計画改定
企画課
（総務費）

19,504 68

【臨継】 東京2020大会準備・啓発
企画課
（総務費）

13,690 68

【臨継】 南麻布四丁目用地管理
用地・施設活用
担当（総務費）

8,459 -

ヒマラヤ杉の移植工事を実施します。

【ﾚﾍﾞﾙ】 全国連携の推進
企画課
（総務費）

4,121 68

【新規】 落書き対策
防災課
（総務費）

1,702 35

【臨新】 土砂災害対策
防災課
（総務費）

7,921 35

【臨新】 震災復興基金積立金
防災課
（総務費）

38,000,000 36

【臨新】 生活安全行動計画策定
防災課
（総務費）

5,234 36

【ﾚﾍﾞﾙ】 災害対策本部
防災課
（総務費）

25,276 41

【ﾚﾍﾞﾙ】 備蓄物資整備
防災課
（総務費）

87,948 41

【ﾚﾍﾞﾙ】 高層住宅等の震災対策
防災課
（総務費）

28,898 41

【ﾚﾍﾞﾙ】 防災知識普及・啓発
防災課
（総務費）

29,227 42

【ﾚﾍﾞﾙ】 家具転倒防止対策等促進事業
防災課
（総務費）

17,688 42

【ﾚﾍﾞﾙ】 客引き防止プロジェクト
防災課
（総務費）

351,966 42

【新規】 テレビ会議システム運営
情報政策課
（総務費）

6,258 67

【臨新】 情報化計画改定
情報政策課
（総務費）

459 67

【臨継】 港区史編さん
総務課
（総務費）

68,888 68

【臨継】 改革・創造型思考力向上研修
人事課
（総務費）

4,212 68

【臨継】 庁舎レイアウト変更工事 12,489 -

大規模改修と並行して執務環境改善等を図るため、港区
役所のレイアウト変更を実施します。

【臨継】 庁舎大規模改修 927,045 -

災害対策、長寿命化、省エネ対策等を踏まえた港区役所
庁舎の大規模改修を行います。

【ﾚﾍﾞﾙ】 ワーク・ライフ・バランス推進事業
人権・男女平等参
画担当（総務費） 11,035 68

契約管財課
（総務費）

契約管財課
（総務費）
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予算額
（千円）

掲載
頁

所管課(款名)事　　業　　名

【新規】 みなと学びの循環事業
生涯学習推進課
（教育費）

673 58

【新規】 学校図書館運営支援事業
図書・文化財課
（教育費）

20,157 59

【臨新】 学校教育推進計画等推進
庶務課
（教育費）

6,318 48

【臨新】 学校情報化アクションプラン策定
庶務課
（教育費）

9,936 48

【臨新】 芝浦小学校校舎増築
学務課
（教育費）

735 49

【臨新】 芝浦小学校通学区域新設校整備
学務課
（教育費）

65,653 49

【臨新】 港南幼稚園園舎増築
学務課
（教育費）

310,833 49

【臨新】 生涯学習推進計画の改定
生涯学習推進課
（教育費）

5,664 60

【臨新】 スポーツ推進計画の改定
生涯学習推進課
（教育費）

5,883 60

【臨新】 図書館サービス推進計画等改定
図書・文化財課
（教育費）

7,267 60

【臨継】 白金台幼稚園園舎増築
庶務課
（教育費）

54,451 51

【臨継】 麻布幼稚園園舎増築
庶務課
（教育費）

140,968 51

【臨継】 港区教育史の編さん
庶務課
（教育費）

69,648 51

【臨継】 新教育センター整備
庶務課
（教育費）

2,034 51

【臨継】 小学校特定天井等耐震化改修
学務課
（教育費）

200,796 41

【臨継】 中学校特定天井等耐震化改修
学務課
（教育費）

406,455 41

【臨継】 小学校普通教室化改修
学務課
（教育費）

230,892 51

【臨継】 中学校普通教室化改修
学務課
（教育費）

36,408 51

【臨継】 赤羽小学校等改築
学務課
（教育費）

32,706 52

【臨継】 高輪台小学校校舎増築
学務課
（教育費）

36,453 52

【臨継】 東町小学校校舎増築
学務課
（教育費）

1,361 -

東町小学校校舎を賃借します。

【臨継】 青南小学校屋外運動場整備
学務課
（教育費）

7,222 -

青南小学校屋外運動場に係る人工地盤を賃借します。

【臨継】 赤坂中学校等改築
学務課
（教育費）

171,365 52

【臨継】 中之町幼稚園仮園舎設置
学務課
（教育費）

3,111 -

中之町幼稚園仮園舎を賃借します。
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予算額
（千円）

掲載
頁

所管課(款名)事　　業　　名

【臨継】 愛宕弓道場施設賃借
生涯学習推進課
（教育費）

22,680 -

愛宕弓道場を賃借します。

【臨継】 区立運動場管理運営
生涯学習推進課
（教育費）

308,451 52

【臨継】 青山生涯学習館等賃借
生涯学習推進課
（教育費）

1,296 -

青山生涯学習館等を賃借します。

【臨継】 新郷土資料館開設準備
図書・文化財課
（教育費）

1,556,111 61

【臨継】 新郷土資料館等複合施設整備
図書・文化財課
（教育費）

7,667,812 62

【臨継】 小学校情報機器整備
指導室
（教育費）

200,042 52

【臨継】 中学校情報機器整備
指導室
（教育費）

84,971 52

【臨継】 幼稚園情報機器整備
指導室
（教育費）

35,903 52

【ﾚﾍﾞﾙ】 子育てサポート保育
学務課
（教育費）

23,705 55

【ﾚﾍﾞﾙ】 小学校就学援助
学務課
（教育費）

103,114 55

【ﾚﾍﾞﾙ】 中学校就学援助
学務課
（教育費）

83,699 55

【ﾚﾍﾞﾙ】 小学校特別支援学級就学奨励
学務課
（教育費）

1,772 56

【ﾚﾍﾞﾙ】 中学校特別支援学級就学奨励
学務課
（教育費）

1,759 56

【ﾚﾍﾞﾙ】 小学校施設維持管理
学務課
（教育費）

542,882 56

【ﾚﾍﾞﾙ】 学校支援地域本部事業
生涯学習推進課
（教育費）

8,358 56

【ﾚﾍﾞﾙ】
東京2020オリンピック・パラリンピック競技大
会等気運醸成

生涯学習推進課
（教育費）

25,987 65

【ﾚﾍﾞﾙ】 障害者スポーツの普及
生涯学習推進課
（教育費）

8,009 65

【ﾚﾍﾞﾙ】 図書館電算システム保守
図書・文化財課
（教育費）

188,922 66

【ﾚﾍﾞﾙ】 学力向上事業
指導室
（教育費）

189,860 56

【ﾚﾍﾞﾙ】 心の教育相談・不登校対策事業
指導室
（教育費）

31,915 56

【ﾚﾍﾞﾙ】 国際化対応教育の推進
指導室
（教育費）

110,904 56

【ﾚﾍﾞﾙ】 教科用図書事務
指導室
（教育費）

4,866 57

【ﾚﾍﾞﾙ】 学びの未来応援施策
指導室
（教育費）

12,261 57
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２ 事務事業評価、職員提案制度の実施 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 平成 28 年度事務事業評価結果 

  事務事業評価は、「一次評価」、「二次評価」を経て、学識経験を有する外部委員を

含む行政評価委員会による「三次評価」の３段階で実施しています。28 年度から評

価区分として、「拡充」「継続」「縮小」「廃止」に加え、効果性、効率性の向上が見込

まれるため、複数の事務事業を整理統合すべき事業の評価として、新たに「統合」を

設けました。 

28 年度は、全 1,686 事業のうち、区の判断で廃止等ができない法定受託事務等を

除く 504事業について評価を行いました。なお、廃止、縮小と評価されたことによる

事業費の削減額は、約 245 万円です。   

       （単位：事業） 

 最終評価 一次評価 二次評価 三次評価 

拡充 １ ８ １ １ 

継続 ４５０ ４４３ ８２ ０ 

縮小 １ １ １ １ 

廃止 ２ ２ ２ ２ 

統合 ５０ ５０ ５０ ５０ 

計 ５０４ ５０４ １３６ ５４ 

 

● 職員提案制度により提案された事業 

職員から提案された事業について、内容を踏まえた検討を行った結果、平成 29 年

度は、以下の事業について事業費を計上しました。 

提 案 事 業 名 予算額 頁 

１ ＷＥＢ写真館 2,584 千円 67 

提案内容 
区の風景の移り変わりを保存するとともに、区民等の区への愛着を醸成す

るため、区内で撮影された写真を集約し、ホームページで広く公開します。 

２ 親子の遊び場づくり 15,000千円 37 

提案内容 

様々な経験や交流を通じて子どもたち（概ね０歳から５歳児）の心身を育

成するために、子どもたちが自由にのびのびと遊ぶことのでき、親子で屋外

遊びを安心して楽しむことができる遊び場の整備を進めます。 

 

事務事業評価は、区が実施している事務事業について、必要性、効果性、実

施手法の効率性について評価を行い、その結果を次年度予算に反映させる制度

です。 

職員提案制度については、区民サービスの第一線で職務に従事する職員の声

を施策に反映させることで、実情に応じた方法で課題を解決し、区民サービス

の更なる充実を図るとともに、職員の能力活用及び積極的かつ自発的な提案を

促すことにより政策立案能力の強化、事業提案意欲の向上を図り、職員の人材
育成につなげます。 

  



３ 消費税率引上げ分の使途内訳 

 

 

 

 

 

 

29年度予算における地方消費税率引上げ分の歳入予算と使途  

・歳入予算額 19億 3,608万１千円 

（地方消費税交付金 128億 3,200万円のうち税率引上げ分） 

 
 

<29 年度の使途>                            （単位：千円）  

対象分野 対象事業（具体的な事業の例示） 予算額 

財源内訳 

特定財源 

一般財源 

地方消費税 

交付金 

引上げ分 

その他 

社

会 

福

祉 

障害者福祉事業 介護給付・訓練等給付、移動支援事業 3,234,068 2,161,065 

479,744 2,160,479 

高齢者福祉事業 
地域包括ケアシステム推進事業、 

認知症予防・支援事業 
236,808 19,636 

児童福祉事業 緊急暫定学童クラブ、港区保育室事業 4,252,253 4,055,072 

生活保護扶助事業 生活保護、生活困窮者自立支援事業 5,041,305 3,888,438 

小   計 12,764,434 10,124,211 

社

会 

保

険 

国民健康保険事業 国民健康保険事業会計繰出金 3,152,097 861,346 

935,197 5,994,181 
後期高齢者医療事業 後期高齢者医療会計繰出金 2,099,643 186,888 

介護保険事業 介護保険会計繰出金 2,755,242 29,370 

小   計 8,006,982 1,077,604 

保

健 

衛

生 

病院事業 休日診療 64,815 0 

521,140 2,343,754 

疾病予防対策事業 予防接種、各種がん検診 2,859,085 132,032 

健康増進対策事業 健康増進センター運営、健康教育 81,981 8,955 

小   計 3,005,881 140,987 

合      計 23,777,297 11,342,802 1,936,081 10,498,414 

 

平成 26 年の地方税法改正を踏まえ、平成 29 年度予算における消費税率引上げ分の

地方消費税収については、全て消費税法第１条第２項に規定する経費その他社会保障

施策（社会福祉、社会保険及び保健衛生に関する施策）に要する経費に活用します。 



４ 法人住民税の一部国税化による影響について 
 

 

 

 

 

 

●  消費税率の引上げと法人住民税の一部国税化  
消費税率の引上げは、急増する社会保障の安定財源の確保と財政健全化の

達成を目的に導入されましたが、引上げにより地方自治体間の財政力格差が

拡大することから、その是正措置として、引上げにあわせて法人住民税の一

部国税化が行われ、消費税率 10％段階では更に国税化が拡大されます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 法人住民税の一部国税化（地方法人税）は、明らかに地方分権の進展に逆行

し、地方自治の本旨に反するものです。税制改正を改めるとともに、限られた

地方財源の中で調整を行うのではなく、国の責任で地方税財源の拡充を図るべ

きです。 

地方全体の歳出
歳
入

国税
６割

地方税

４割

東京都 　    Ｂ県        Ｃ県
歳
出

国の歳出
４割 財源不足

地
方
交
付
税

地
方
交
付
税

財源不足が解消されないまま、
限られた財源の中でパイの奪い合い
（不合理な法人住民税の国税化）

国民の租税負担総額

地方交付税や国庫支出金

国と地方の税収比率と歳出比率は逆転
（地方の自主・自立が実現できない）

本来、役割に
見合った地方税

財源の拡充が必要

地方財源の不足の問題は、地方自治体間が財源を奪い合う構図に

!!

地方自治の根幹を揺る
がす法人住民税の一部
国税化は廃止すべき

!!

総体としての地方財源の
拡充という本質的な問題
に取り組むべき

★特別区は全国自治体との
更なる連携により共存
共栄を目指します

地方の歳出
６割

地方税財源
の拡充議論が棚上げ

0

100

200

300

400

東京都 全国平均 Ａ県

（千円） 人口１人当たりの一般財源比較

地方譲与税等
地方交付税
地方税
188 188

355

0

100

200

300

400

東京都 全国平均 Ａ県

（千円） 人口1人当たりの地方税収比較

国が殊更に強調する地方自治体間の税収格差

偏在の是正議論へ（法人住民税の一部国税化へ）

元々、地方交付税によって財源は
調整され、東京都は平均程度

※ 法人税の一部国税化前の平成25年度決算額です。
※ 一般財源とは、使途が特定されない自治体が自由に使える財源のことです。
※ Ａ県は、人口１人当たり一般財源額の最上位団体です。

そもそも …… 財源の偏在は地方交付税によって既に解消されている

法人
住民税

国税化

法人
住民税

法人
住民税

減収

地方
自治体間の財源を調整
する「地方交付税」
の財源へ

東京都
(特別区含む)

は不交付

国

地方交付税として地方へ配分
法人住民税の国税化とは

※1、2 特別区長会事務局の試算
（平成28年7月試算）

特別区における影響見込み
＜法人住民税影響額＞※1
Ｈ29～31：△700億円/年
Ｈ32：△1,130億円
Ｈ33～：△1,600億円/年

＜参考：消費税引上げ分増収額＞
※2

Ｈ29～31：830億円/年
Ｈ32～：1,423億円/年

？

!! 法人住民税は、地域社会の
費用を地域の構成員である法
人にも個人と同様に広く負担
を求めるもの
 その国税化と再配分は受益
と負担に基づく応益課税とい
う地方税の根本原則に反する

安定財源の確保のための消費
税率引上げのはずが、特別区
は法人住民税が減収に……

国税化前 国税化後



５　新規補助金一覧
（単位：千円）

対　象 予算額

町会・自治会、
ＮＰＯ法人等の
非営利団体

10,100

区内中小企業 5,000

民間事業者・団
体

6,000

シティハイツ六
本木内サービス
付き高齢者向け
住宅事業者

12,989

就労継続支援事
業所、就労移行
支援事業所

15,000

区内在住者で、
がんと診断さ
れ、その治療を
行っている人

3,000

名　称 概　要

がん治療に伴う外見ケア
（ウィッグ等購入）助成

がん患者の就労継続等、社会
生活を支援するため、がん治
療における外見への影響をカ
バーするためのウィッグ（か
つら）や胸部補整具の購入費
の一部を助成します。

新技術活用支援事業助成

ＭＩＮＡＴＯシティプロ
モーションクルー事業助
成

港区のブランドや魅力を国内
外に広める事業者や団体の取
組を認定し、相互に連携、協
働を図りシティプロモーショ
ンを推進するため、その活動
に係る経費の一部を助成しま
す。

東京2020応援プログラム推
進助成

東京2020大会の気運を醸成す
るため、町会・自治会、ＮＰ
Ｏ法人等が行う東京2020応援
プログラム認証事業に係る経
費を助成します。

区内中小企業の技術開発力の
向上を促進するため、都立産
業技術研究センターの先端機
器等の利用及び依頼試験に係
る経費の一部を助成します。

障害者就労支援事業所設備
整備等補助

障害者の就労機会の提供及び継
続的な就労の場の確保を支援す
るため、障害者就労支援事業所
における生産設備の整備等に要
する経費の一部を補助します。

サービス付き高齢者向け
住宅家賃減額助成

シティハイツ六本木の建替え
に伴う、サービス付き高齢者
向け住宅の整備にあたり、低
所得者に配慮した入居者家賃
設定を行うため、サービス付
き高齢者向け住宅運営事業者
へ家賃差額分を助成します。



面積（㎡）

平成29年４月 1,384

平成29年４月 325

平成29年４月 380

平成29年４月 99

平成29年４月 93

平成29年４月 約120

平成29年４月 194

平成29年６月 663

平成29年６月 1,093

平成29年８月 683

平成29年８月 169

平成29年８月 3,821

平成29年10月 2,359

緊急暫定学童クラブ
定員　120人
※学童クラブ需要に合わせて定員見直
し（予定定員200人）

小規模保育施設　定員19人
（０歳児３人　１～２歳児各８人）

（仮称）五色橋保育室

しばうら保育園分園

（仮称）デイジー保育園麻布
十番

放課ＧＯ→クラブ
学童定員　30人

（仮称）ふらわぁきっず保育
園三田

放課ＧＯ→クラブあかばね

区立認可保育園　定員170人
（０歳児18人　１歳児25人　２歳児30
人　３歳児45人　４歳児30人　５歳児
22人）
※東麻布保育室から移行

区立認可保育園　定員16人
（０歳児６人　１歳児10人）
※学齢進行等に応じて定員拡大
（保育定員36人）

私立認可保育園　定員27人
（０歳児６人　１歳児10人　２歳児11
人）
※学齢進行等に応じて定員拡大
（保育定員60人）

小規模保育施設　定員18人
（０～２歳児各６人）

（仮称）こころ新橋保育園

東麻布保育園

６　平成29年度開設予定施設等一覧

名　称 開設予定 施設概要

サービス付き高齢者向け住宅
（単身向け　30戸）

地上機械式、自走式自転車駐車
場（428台）

放課ＧＯ→クラブ
学童定員　30人

港区保育室　定員38人
（０歳児12人　１歳児20人　２歳児６

人）
※学齢進行等に応じて定員拡大
（保育定員100人）

六本木駅自転車駐車場

区民協働スペース
（仮称）六本木区民協働ス
ペース

放課ＧＯ→クラブあかさか

（仮称）五色橋学童クラブ

シティハイツ六本木 区営住宅（50戸）

シティハイツ六本木等複合
施設（サービス付き高齢者
向け住宅）



面積（㎡）

平成29年10月 982

平成30年３月

平成30年３月

学童クラブ
定員　60人程度

区民協働スペース

自走式自転車等駐車場
（収容台数：約300台）

※私立認可保育園については、（仮称）港南緑水公園保育園の他２園の開設を予定しています。
　（名称、地区等未定）
※がん在宅緩和ケア支援センター等と同じ施設（旧国立保健医療科学院）に開設を予定している
　新郷土資料館は、平成30年11月開設予定です。

（名称未定）赤坂地区事業
所内保育所

事業所内保育所（定員未定）

病児保育室

小規模多機能型居宅介護施設
登録　25人（通所15人、宿泊定員９人）

がん患者とその家族の在宅での緩和ケアを支援する施設

施設概要

（仮称）白金台駅自転車等
駐車場

７　平成30年４月開設予定施設等一覧
名　称

（仮称）港南緑水公園保育
園

（仮称）みなと保育サポート
白金台

約370

（仮称）あっぴぃ白金台

子育てひろば　定員20組
一時預かり　　定員20人

（仮称）あっぴぃ赤坂

子育てひろば　定員20組
一時預かり　　定員20人

（名称未定）赤坂地区病児
保育室

放課ＧＯ→クラブこうなん

（仮称）赤坂九丁目小規模
多機能型居宅介護施設

私立認可保育園　定員100人程度
（内訳未定）

施設概要

（仮称）白金台学童クラブ

（仮称）白金台区民協働ス
ペース

放課ＧＯ→クラブ
学童定員　60人程度

がん在宅緩和ケア支援セン
ター

みなと保育サポート
定員　20人

名　称 開設予定

※面積は各施設の専有部分です

シティハイツ六本木等複合
施設（障害者グループホー
ム）

障害者グループホーム
定員　10人

（仮称）みなと保育サポート
赤坂

みなと保育サポート
定員　20人



平成２９年度予算編成方針 

 

平成 28 年７月 21 日 

           区 長 決 定 

Ⅰ 区を取り巻く環境 

我が国経済は、緩やかな回復基調が続いていますが、英国のＥＵ離脱問題に伴う先行き不透明感、中

国をはじめとする新興国等の景気の下振れ、金融資本市場の変動の影響等様々な不確実性の高まりに留

意が必要です。 

国においては、平成 29 年度末の待機児童解消などを盛り込んだ「夢をつむぐ子育て支援」、「安心

につながる社会保障」等の「新・三本の矢」を成長戦略とする「一億総活躍社会」の実現に向け取り

組むこととしています。 

東京都においては、史上最高のオリンピック・パラリンピックの実現と少子高齢・人口減少社会へ

の対応をはじめとした諸課題の解決に取り組むとしています。 

４月に発生した熊本地震では、長期間にわたる余震の継続や避難生活等により多くの住民が未だ不

自由な生活を強いられています。区においても、刻々と迫る首都直下地震に対し、過去の災害の被害

状況や教訓を踏まえ、更なる対策の充実・強化に取り組むことが求められています。 

５月には児童福祉法が改正され、特別区が児童相談所を設置できることとなりました。児童虐待等

の深刻な問題に切れ目なく的確に対応し、全ての子どもの命を守り、安心して夢と希望を持って暮ら

せるよう、東京都から区への児童相談所移管に向けていち早く取り組む必要があります。 

区民に最も身近な基礎的自治体である区は、こうした社会経済情勢のめまぐるしい変化が及ぼす区

民生活や区内中小企業への影響を的確に捉えるとともに、誰もが将来にわたって安全・安心して暮ら

し続けられるよう、将来課題を先取りした積極的・戦略的な政策の立案、実施及び見直しにより、迅

速に対応していく必要があります。 

 

Ⅱ 財政の見通しと予算編成の目標 

区の人口は、平成28年７月１日現在で約24万8,000人となっており、全国的に人口が減少しているなか

で、年少人口、生産年齢人口及び老年人口のいずれの世代においても増加傾向にあり、平成 48 年まで増

加が続くと見込んでいます。 

歳入の見通しについては、歳入の根幹を成す特別区民税が人口増や景気回復等により堅調な状況が続

くなど、景気の動向に留意が必要なものの、今後も安定的に推移する見込みです。引き続き、特別区民税

等の収納率向上と積極的な税外収入の確保に努める必要があります。 

歳出においては、子育て、教育及び高齢者施策の充実等、人口増に伴う様々な行政需要が増加する見

込みであり、着実に対応していきます。加えて、歳入が安定的に推移している今こそ、首都直下地震への備

え、安全・安心の強化及び待機児童ゼロの実現等、施政方針に掲げる将来像の実現に向けて力強く踏み

出す施策を積極的に展開していきます。そのためにも、これまで以上に不断の内部努力を徹底し、積極的

な施策の展開を支える財政基盤の堅持が必要です。 

平成 29 年度は、港区基本計画（前期３年）の最終年度として、成果目標の達成に向け計画計上事業を確

実に実施するとともに、全国各地の自治体との連携によるまちの賑わい創出等、港区総合戦略に掲げる、

港区と全国の自治体がともに成長・発展し、共存・共栄を図るための自治体間連携をあらゆる分野で推進し

ていきます。 

予算編成においては、新たな港区財政運営方針（素案）に掲げる３つの基本方針に基づき、計画計上事

業の確実な実施と施政方針に掲げる取組に財源を優先的に配分し、将来を見据えた港区ならではの政策

実現に向け、果敢に挑戦していきます。 

 

 



これらを踏まえ、平成29年度予算は、 

 

 

 

 

として、編成します。 

 

Ⅲ 予算編成の基本方針 

予算編成に当たり、次の事項を基本方針として取り組むこととします。 

１ 施政方針に掲げた「区民生活の基盤となる、安全・安心なまちづくり」、「平和と人権を尊重し、共に支

え合うまちづくり」、「港区に住み、働き、訪れる、すべての人がまちのルールを守り、心地よく過ごせる

まちづくり」の３つの区政運営の基本的な考え方に基づき、将来像の実現に向けた施策を積極的に展

開します。 

２ 参画と協働及び自治体間連携を施策の推進の視点に置き、各部門の主体性を最大限発揮し、区民生

活のすみずみまで目の行き届いた港区ならではの質の高い行政サービスを提供します。 

３ 今後の人口増に伴う様々な行政需要の増加、いかなる社会経済情勢の変化及び自然災害等にも柔

軟に対応し、港区ならではの施策を将来にわたり安定的に推進していくため、「最少の経費で最大の

効果」の基本原則を踏まえ、事業のスクラップアンドビルド及び人件費、物件費等の経常的経費の節減

など、不断の内部努力を徹底します。 

 

Ⅳ 予算編成の重点施策 

予算編成に当たり、次の事項を重点施策として取り組むこととします。 

１ 安全・安心で快適な都市の魅力を発展・成熟させる取組 

（１）エレベーター事故の根絶、客引き及び落書きのないまちの実現等、安全・安心の強化 

（２）高層住宅等の震災対策、（仮称）自然災害対策基金への積立て等、首都直下地震対策の強化 

（３）中小企業と国際的な企業との連携・交流支援等、区内産業の発展と新たな産業の創造・育成 

（４）みなとタバコルール徹底、指定喫煙場所の前倒し整備、自転車走行空間整備等、快適で 

潤いのあるまちづくりの推進 

２ 夢と希望に満ちた子どもの明るい未来につなげる取組 

（１）待機児童ゼロの実現 

（２）特別な配慮を必要とする児童の保育等の充実、国際学級の拡充等、多様な育ちや学びの支援 

（３）子どもの未来応援施策、早期の児童相談所移管に向けた取組 

３ 住み慣れた地域で心豊かに暮らし続けられるための取組 

（１）地域包括ケアシステムモデル事業の実施 

（２）障害者福祉推進基金を活用した障害者への理解促進と障害者の就労支援の充実 

（３）在宅緩和ケアセンターを拠点とした在宅緩和ケア支援等のがん対策推進、働き盛り世代の 

健康を守る取組の充実 

（４）文化、価値観等の多様性、人格、個性など人権を互いに尊重し、支え合う社会づくり 

区民の誰もが安全・安心に、夢と希望を持って暮らせる躍動感に満ちた活力ある港区 

を実現するための予算 
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